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1.  はじめに 
1.1 背景 

1995 年 1 月 17 日に発生した兵庫県南部地震で多数の建物が

被害を受け、建物群の実態調査が多数の機関により行われた。

地震被害想定においては、建物耐力評価は地震動の評価と並ん

で重要な要素であり、このときの被害調査記録は日本の構造物

の耐力を実証的に検証できる極めて有用な資料である。 
フラジリティ作成には主に解析的アプローチによる評価、経

験的アプローチによる評価、半経験的アプローチによる評価が

ある。解析的フラジリティは対象建物と建物に作用する荷重を

物理モデルに置き換え、数学的モデルを作り、解析的にフラジ

リティを作成するといったものである[1]。経験的フラジリティ

は似たような構造特性を持っている建物群の被害データという

客観的事実を反映したフラジリティ評価法である[2]。半経験的

フラジリティは対象物の限界状態関数を作成し、実験データを

用いてフラジリティを構成する限界状態関数内のパラメタを決

定する方法である[3]。 
経験的フラジリティ曲線は、SI値、地表面最大速度PGV、地

表面最大加速度 PGA など地震動強さと建物被害率の関係を表

現したものである。現在では、この経験的アプローチによるフ

ラジリティ曲線は RC 構造、S 構造、木造など大きく分類され

ており、防災などのマクロ的な観点からは非常に有用なもので

ある。しかし、上述のような大まかに分類しかなされておらず、

個々の建物の構造性能を表現することは不可能である。実際の

建物は RC 構造、S 構造、木造といった分類だけではなく、規

模、サイト、上部・基礎構造形式、柱・梁の断面など、個々の

建物により条件が異なるため、耐震性能は異なると考えられる。

今後、個々の建物性能評価は非常に重要なものになると想定さ

れる。 
また、中越沖地震も含めて、過大な地震入力が存在したにも

かかわらず、建物被害が想像以上に小さかったことが明らかに

なっている。これは、設計で様々な余裕が意図的、あるいは無

意識に導入されており構造物の実耐力は大きいためと考えられ

る [4]。既存構造物の耐震性能評価や、設計クライテリアの設定

においては、上記の事実が適切に反映されていることが望まし

い。 
橋架構造では、Moses[5]により、耐荷力などの構造性能を評価

する方法として、保証載荷試験が提案されている。そこでは、

実験で作用させた荷重下で橋が壊れないという事実に基づき橋

の耐荷能力の再評価が行われている。 
本論文では、この方法を用いた建築構造物の耐震性能の再評

価手法を提案する。地震などにより作用した力の下で壊れなか

ったという事実に基づき、既存構造物の耐震安全指標の再評価

を行い、どのような条件において耐震安全指標が向上するのか

をパラメトリックな解析を行って把握し、本手法の適用のため

の資料を得ること、また、実例に適用することを目的とする。 
1.2  本研究の構成 
第2章では被災データを活用した信頼性評価法の定式化とパ

ラメトリックスタディを行う。 

第3章では(1)主要都市において仮に地震が発生し建物が壊れ

なかった場合の建物耐力の信頼性評価を行い、ハザードや構造

形式による違いについて考察する。(2)兵庫県南部地震発生時、

実際に壊れなかった建物の耐力の信頼性評価を行い、その個々

の建物に即した建物の破壊確率を求める。(3)新潟県中越沖地震

の被災データを用い、柏崎刈羽原子力発電所の炉心損傷確率評

価を行い、どれほど破壊確率が低減されるかを検討する。 
2.  経験荷重を活用した信頼性評価法 
2.1 初期リスクPf0の評価法 
工学における様々な問題は、ある系に対して需要 S を供給R

が満たしているかどうかということに一般化される。構造物の

場合には、Sは想定される荷重、Rは耐力ということになる。 
ここで式(1)に示す「限界状態関数」を考える。 

SRG −=  (1) 
Gが正の値であれば機能が満たしている状態、もしくは安全な

状態、それに対してGが負の値となるときには、十分に機能を

果たしていない、もしくは破壊に至った状態であるということ

がいえる。（RやSは様々な原因による不確定性を含んでいるた

めに、あらゆる条件のもとで常に要求を満たしているという状

態は技術的・コスト的に現実的ではない。） 
破壊確率は式(2)のように変数空間において G＜０となる領

域（図1の2,3,4の領域）にわたって確率密度を積分して求める。

ここで fR,S(R,S) はRとSの同時確率密度関数である。ここでの

破壊確率を初期リスク（以下、Pf0）と称することにする。ここ

では正規分布に従わない分布形に対しては標準正規空間におい

て直線近似し、信頼性指標βを得る。 
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2.2 経験リスクPftの評価法 
経験荷重 stによって壊れる確率(GT = R-st < 0、図1の1,2,3の

領域)を経験リスク(以下、Pft) と称することにする。この確率を

求める式は式(4) のようになる。 
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2.3 残余リスクPfrの評価法 
次にある分布形を持つ建物がある荷重 st (経験荷重)を受け、

壊れなかったとする。このとき耐力Rは経験荷重 st以下ではな

いということが保証されるので、図2のように耐力Rの分布形

が切り取られる。この新たな耐力Rの分布形に対して建物耐力

の信頼性評価を行うという方法がMosesにより提案されている。

ちなみに図1で示すと2,3,4の領域から2,3が切り取られるので

4の領域ということになる。（この破壊確率を残余リスク（以下、

Pfr）と称することにする。）この確率を求める式は式(5)のよう

になる。 
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(ⅰ) FOSM(First Order Second Moment)法による評価 
この4の領域の確率はGenz et al.[6]により、初期リスクと経験リ

スクの信頼性指標βと互いの相関係数ρを得ることによって求
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められる。ここで互いの相関係数は以下のように求められる。 
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ここでα∗
iは式(7)で表される軸 xiに対する方向余弦である。 
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(ⅱ)ハザード線形近似解法による評価 
Cornell[7]によるハザードカーブを指数関数に置き換え、対数

軸において線形近似を行う方法を用いると以下のような簡単な

式(8)に置き換えることができる。しかし、ハザードカーブを対

数軸で線形近似するときのパラメタにより計算結果が変化して

くるため線形近似するときにはその方法についても考慮する必

要がある。 
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2.4 パラメタ設定 
残余リスク Pfrは fR(r)及び fS(s)の相対位置ならびに分散の度

合い、さらに、st と fS(s)との相対位置の関数になる。そこで本

論では残余リスクPfrを式(9)のように“中央安全率” SF（μR /μS）、

それぞれの“分散の度合い” δR , δS、経験荷重平均外力比 st/μS

をパラメタとして用いる。 

( )StSRSRrfr sgp μδδμμ ,,,=  (9) 

まず、パラメタは耐力の変動係数δR(0.2,0.3,0.4)、外力の変動

係数δS(0.4,0.6,0.8)、中央安全率SF(1.5,2.5)、経験荷重平均外力比

st/μS(0.5~2.0)の範囲で変化させた場合の各リスクの変化を評価

する。計算は、耐力R、外力Sの分布形を正規分布とし、FOSM
法で行う。 
2.5 結果 
図3は経験荷重平均外力比st/μSと破壊確率Pfの関係を表して

いる。実線は初期リスク Pf0を、一点鎖線は経験リスク Pftを、

破線は残余リスク Pfr を表している。Pf0 は経験荷重平均外力比

st/μSが大きくなっても図1の2,3,4の領域は変わらないので一定

となっている。Pftは経験荷重平均外力比 st/μSが大きくなると図

1の1,2,3の領域が大きくなるので大きくなる。Pfrは経験荷重平

均外力比st/μSが大きくなると図1の4の領域が大きくなるので

小さくなる。図4,5は(a)Pf0、(b)Pft、(c)Pfrの st/μS-P関係を表して

いる。図 4 は耐力の変動係数をパラメタとした。（○,△,×が

δR=0.2,0.3,0.4）図4からPf0は耐力の変動係数が大きなものほど

大きくなる。Pftは耐力の変動係数が大きなものほど経験荷重平

均外力比による上がり方が小さくなっている。Pfrは耐力の変動

係数が大きなものほど経験荷重平均外力比による下がり方が大

きくなっている。図5は外力の変動係数をパラメタとした。（●,
▲,■がδS=0.4,0.6,0.8）Pf0は外力の変動係数が大きなものほど大

きくなる。Pftは外力には関わらないのでパラメタによる変化は

ない。Pfrは外力の変動係数が大きなものほど経験荷重平均外力

比による下がり方が小さくなっている。 
3. 経験荷重を考慮に入れた信頼性評価法の応用例 
3.1 主要都市で仮に地震が発生し壊れなかった時の建物信頼

性評価（ハザード、構造形式によるPfrの違い） 
本項では主要都市（静岡、東京、札幌）で仮に地震が発生し

壊れなかった建物に対してその信頼性評価を行い、主要都市に

おいて地震が発生したときにすぐに建物の信頼性を求めるため

の図を作成する。主要都市のハザードカーブは J-SHIS[8]の経過

年30年工学的基盤最大速度(cm/s)を対数正規分布に近似したも

のを用意する。それぞれのパラメタを表1に示す。建物耐力の

フラジリティカーブは林・宮腰[5]の兵庫県南部地震による木造、

RC 造のフラジリティカーブを用い、各パラメタが表 2 となる

ような対数正規分布として考えた。 
図 6,7 の実線は経験荷重を考慮に入れた木造と RC 造の残余

リスク Pfrと経験荷重 stとの関係、また、破線は Pft/Pf0と経験荷

重 stとの関係を表している。◆は静岡を、■は東京を、▲は札

幌を表している。ハザードの小さな札幌の方がPfrが小さくなり

やすくなっていることが分かる。これは経験荷重平均外力比が

大きくなり、耐力Rの切り取られる影響が大きくなるためであ

る。つまり、ハザードの小さな地域で大きな地震力が入力され

たとき Pfr 確率を大きく下げることができるということがわか

る。次に小破から倒壊（または大破）にかけてその発生確率が

小さくなっていることが分かる。また、小破の方がPfrの下がり

方が大きい。これはフラジリティの平均が小さくなるため、耐

力Rの切り取られる影響が大きくなるためである。さらに、木

造と RC 造を比較すると耐力の平均が RC 造の方が大きいため

Pf0(st=0)が小さくなっている。また、経験荷重による下がる Pfr

の影響は RC 造の方が大きいことがわかる。これは RC 造のδR

が大きいためであり、変動係数の大きな構造物群に対してこの

手法は有用であるといえる。 
一方、この表を作成することで例えば東京で経験荷重70cm/s

を被災し小破であったとすると次に予想される地震に対し、中

破以上になる確率は5×10-5となることがすぐにわかり、地震が

発生した後どのような建物から補修を行えばよいかの一指標に

なると思われる。 

3.2 兵庫県南部地震を経験した木造2×4建物の信頼性評価 
兵庫県南部地震では木造建物など多大な被害が生じた。しか

し、一方で 2×4 構法などの建物では被害が少なかったという

ことも報告されている[10]。これは同じ木造建物であっても構法

などによる違いがあると考えられ、正確な評価のためには個々

の建物評価が重要と考えられる。そこで、ここでは、文献[10]
中に記載のある兵庫県灘区桜ヶ丘の 2×4 構法の無被害建物に

対する残余リスクPfrを計算する。表3に建物概要を示す。ハザ

ードカーブは J-SHIS[8]（表 4）の評価結果に基づき、

20cm/s,120cm/s の点を通るように対数正規分布で近似する。パ

ラメタを表4に示す。また、近似精度を図8に示す。実線が元

データ、破線が対数正規分布の近似を示している。建物耐力の

フラジリティカーブは林・宮腰[9]を用いる。表 3 にフラジリテ

ィカーブのパラメタを示す。経験荷重の PGV は山口・山崎[11]

よりPGV86cm/s（灘区桜ヶ丘）とした。 
評価結果を表5に示す。大きな地震入力に対して建物が被害

を受けなかったという情報を考慮することで、Pf 0= 4.3×10-2の

建物がPfr = 1.0×10-4と1/500程度に評価される。この地区の新

耐震RC造のPf0は4.4×10-3であるので、この2×4構法建物は

RC 造より破壊確率が小さく評価され、従来の木造建物のフラ

ジリティでは耐力が過小評価されていたといえる。 



 

3.3 柏崎刈羽原子力発電所の炉心損傷確率評価 
新潟県中越地震では想定していた設計地震動よりも過大な地

震動が入力した。にもかかわらず、柏崎刈羽原子力発電所は安

全上重要な機器などに有意な損傷は認められなかった[12]。ここ

では柏崎刈羽原子力発電所を対象とした残余リスクの炉心損傷

確率を求めることを目的とする。柏崎刈羽原子力発電所の地震

外力(PGA)ハザードカーブは図 9 のように評価されている[13]。

このハザードカーブを指数関数で近似するとパラメタは表6の
ようになる。そのときの近似したハザードカーブの様子を図 9
に描く。プラントの炉心損傷のフラジリティは初期リスクの炉

心損傷確率が10-4、対数標準偏差ζRが0.6[14]となるように仮想プ

ラント（炉心損傷に関するプラントの耐力の平均値）を決める。

そのときのそれぞれの対数標準偏差λRは表6のようになる。こ

こでは経験荷重を原子炉建屋基礎版上EW成分で観測された荒

浜側の680cm/s2、大湊側の440 cm/s2を用いる[11]。 
経験した荷重を考慮に入れた本モデルの炉心損傷に関する残

余リスクの炉心損傷確率は表6のようになる。このように大き

な地震入力に対して炉心が被害を受けなかったという情報を考

慮することにより、炉心損傷確率が更新され、初期リスクより

小さな結果を得ることができる。 
4.  結論および将来の展望 
本研究では被災データを活用し既存建物の信頼性評価の定式

化とパラメトリックスタディを行い、定性的な挙動を調べた。

また、実例に適用しどのように影響を及ぼすかをみた。以下に

得られた結論を列挙する。 

・ 経験荷重を考慮に入れた信頼性評価法の定式化を行い、

FOSM 法とハザード線形近似解法の 2 手法を示した。次に

パラメトリックスタディにより、初期リスク、経験リスク、

残余リスクの概要を得ることができ、経験リスクが大きな

ものほど残余リスクが小さくなるということがわかった。

また、大きな外力が入力されたとき、耐力の変動係数が大

きなもの、外力の変動係数が小さなものほどこの評価法の

恩恵を得やすいことがわかった。 
・ 経験荷重を考慮に入れた信頼性評価法による実際の例に応

用したものを考慮した。このように大きな地震入力に対し

て被害を受けなかったという経験を考慮することにより、

耐力が更新され、初期リスクより1/3~1/500程度小さな残余

リスクを得ることができた。 
将来の展望として、(ⅰ)大きな地震力を経験した建物に対し

ては、個々の建物評価を行うことで耐力のフラジリティが更新

された信頼性評価が行うことができ、保険の分野などにも応用

できると考えられる。(ⅱ)本研究では被害後に耐力の低下は起

きないと仮定して評価を行ったが、実際は被害を受けたことに

よる耐力の低下が起こるのでこのことを考慮に入れる評価法も

考える必要がある。(ⅲ)同様の形式の他地点の建物の耐力も今

回評価した木造 2×4 住宅の耐力と同様に過小評価されている

可能性があり、今後同様な手法で評価する必要がある。 
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図1 各々の破壊確率の領域 図2 新たな耐力Rの分布形 

表 1 主要都市のハザードのパラ

メタ 

 

 
都市名 静岡 東京 札幌 

λ S 4.22 2.98 1.67 

ζ S 0.46 0.40 0.53 

図3 st/μSとPfの関係 

(δS = 0.6, SF = 1.5, δR = 0.3) 

  

(a)  初期リスクPf0と経験荷重平

均外力比 st/μSの関係 

(a) 初期リスクPf0と経験荷重平

均外力比 st/μSの関係 

  

(b) 経験リスクPftと経験荷重平

均外力比 st/μSの関係 

(b) 経験リスクPftと経験荷重平均

外力比 st/μSの関係 

  

(c)  残余リスクPfrと経験荷重平

均外力比 st/μSの関係 

(c) 残余リスクPfrと経験荷重平

均外力比 st/μSの関係 

図4 耐力の変動係数δR が破壊確

率に与える影響(δS = 0.6, SF = 2.5) 
図5 外力の変動係数δSが破壊確率

に与える影響(SF = 1.5, δR = 0.3) 
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表2 木造、RC造のフラジリティカーブのパラメタ 
木造 RC造  

小破 大・中破 倒壊 小破 中破 大破 

λ R 4.43 4.81 4.94 5.84 6.11 6.48 

ζ R 0.72 0.43 0.45 1.0 0.88 0.94 
 
 
 
 

  

(a) 小破以上のフラジリティ (a) 小破以上のフラジリティ 

  

(b) 大・中破以上のフラジリティ (b) 中破以上のフラジリティ 

  

(c) 倒壊以上のフラジリティ (c) 大破以上のフラジリティ 
図6 木造の残余リスクPfr (実線), 
Pfr/Pf0 (破線)と経験荷重 stの関係 

図7 RC造の残余リスクPfr (実線), 
Pfr/Pf0 (破線)と経験荷重 stの関係 

 
 
 

表3 対象とする木造2×4構法建物概要 

所在地 兵庫県灘区桜ヶ丘 

構造形式 2×4構法 

規模 小屋裏3階 

建設年数（被災時の築数） 1988年（築6年6ヶ月） 

東西 72.39(1.91) 
1階壁量 cm/m2（充足率） 

南北 109.6(2.88) 

1階 70.47 

2階 70.47 床面積(m2) 

小屋裏 29.81 

東西 0.06 
1階偏心率 

南北 0.15 

経験荷重（PGV） 86cm/s 

被害程度 軽微 

λ R 4.43 
耐力パラメタ 

ζ R 0.72  

 

 

図8経過年30年工学的基盤最大速度 

表5  2×4構法建築物(兵庫県灘区桜丘)

の初期リスクと残余リスク 

Pf0 Pfr Pfr / Pf0 

4.32×10-2 1.04×10-4 2.41×10-3  

表4 ハザード情報 

 (兵庫県灘区桜ケ丘) 

緯度 34.724 

経度 135.2391 

地盤増幅率（Vs=400~地表） 0.67 

震度5弱以上になる確率(%) 59.5 

震度5強以上になる確率(%) 13.3 

震度6弱以上になる確率(%) 0.7 

震度6強以上になる確率(%) 0.0 

地表の震度(3%) 5強 

地表の震度(6%) 5強 

地表の最大速度(3%) cm/s 31.4 

地表の最大速度(6%) cm/s 27.0 

工学的基盤の最大速度(3%) 

cm/s 
46.9 

工学的基盤の最大速度(6%) 

cm/s 
40.3 

λ S 2.96 
ハザードパラメタ 

ζ S 0.47 
 
 

荒浜側 大湊側 

図9 柏崎刈羽原子力発電所のハザードカーブ 
 
 

表6 ハザードカーブを指数関数に近似したときの炉心損傷確率Pfr 

 k H k λ R 
Pf0 

(×10-4) 

Pfr 

(×10-5) 
Pfr / Pf0 

荒浜側 3.47 2.58×106 7.54 1.00 3.66 0.366 

大湊側 4.70 2.21×109 7.39 1.00 2.63 0.263  
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